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する「 （ 仮

します。

と します。

点検・ 評

政など市

計画終了

要業績評

によっ て

な意見を

を行い、

部を国の

ました。

民、事業

標） を元

を実施し

また、

仮称） 第
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【 春日

本市

現状の

また年

それ

クト化

72年
人口比

将来的

以下

ンケー

れぞれ

応する

■ 1人
本市

減少す

学者を

い水準

出生率

の課題

それ

に応え

られま

課後児

境の充

ど知

と考え

長期

など、

してい

〔 短期

・ 妊

・ 妊

・ 命

・ 市

総合戦略】 編

日部市の

市の人口ビ

のまま推移

年少人口比

れに対して

化を進め、

年） には、約

比率も 30.
的に維持さ

下に、人口

ート、産官

れの現状分

るべき課題

人1人のニ
市は、日本

するなどの

を育成する

準にあると

率が近隣市

題もあり ま

れには、従

えるための

ます。さら

児童クラブ

充実が必要

・ 徳・ 体の

えられます

期的には、

、安心で安

いく こ と が

期的課題〕

妊娠、出産

妊娠、出産

命の教育や

市民による

編

の現状と

ビジョ ンにお

移すると した

比率は 9. 4％
て、若者の

適切な移住

約 万18 9千
％4 に止ま

されること が

口ビジョ ンか

官学金労言の

分析に対し、

題と 、構造的

ニーズに向

本一幸せに子

の保育所の充

る理科教育」

と 評価できま

市町に比べて

ます。これら

従来の施策

の妊娠・ 出産

らに、市民ア

ブのさらな

要です。また

のバランスが

す。

市民アンケ

安全な子育て

が必要と考

産、子育て、

産、子育ての

や本市ならで

る放課後子ど

課題】

おいては、現

た場合、206
％、老年人

希望をかな

住促進策を

千人の人口

ること と な

が分かり ま

から得られ

の多様な意

、国の４つ

的な問題に

向き合っ た

子育てがで

充実や、

」 などの特

ます。しか

て低く 、ま

らを解決す

をさらに充

産・ 子育て

アンケート

る拡充をは

た教育の面

がと れた子

ケートでも

て環境づく

えられます

、教育の各

の切れ目な

ではの教育

ども教室や

52

現在の人口

年60 （ 平成
人口比率は 3
なえる出生

を行う と した

を確保し、

なり 、比較的

ました。

れた将来人

意見を踏ま

つの基本目標

に対応する長

た、子育て

できるまちづ

「 豊かな表現

特色ある教育

かしながら、

また、 ～25 3
するには、子

充実させる

ての切れ目な

トにおいて必

はじめと し

面では、放課

子どもを育て

も重要と され

り を、市民

す。

各施策のさ

ない支援、情

育

や登下校時の

口が約23万
成 年72 ）には

3 ％7. 5 と な

生率（ 1. 764
た場合の推

年少人口

的バランス

口の基本的

えた、本市

標と政策５

長期的な課

て世代に

づく り を目

現力を育成

育を実現す

、人口ビジ

3 歳9 の社会

子育て環境の

だけでなく

ない支援体

必要性が高

た、安心し

課後子ども

てる教育環

れている、

民と行政と

らなる充実

情報提供

の見守り体

万 千人7 であ

は約 万14
なると推計

4） を確保し
推計結果では

比率は 13.
スの取れた年

的な方向性に

市の現状を示

５原則を踏ま

課題を提示

選ばれる

目指し、待機

成する国語教

するなど、他

ジョ ンで示

会移動が転出

のさらなる

、 1人1人
体制を作る

高いと されて

して、楽し

も教室や、命

環境づく り を

子どもの見

と が一体と な

実

体制 等

あるのに対

千人3 と 減

されていま

し、 まちの

は、2060年
. ％5 に増え

年齢構成の

に基づき、

示すと と も

まえ、短期

します。

るまちをつ

機児童数が

教育」 「 未

他市に比べ

した通り合

出超過であ

る充実が必要

人の多様な

こと が必要

ている保育

く 子育てで

命の教育の

を図ること

見守り体制

なっ てさら

対して、

減少し、

ます。

のコンパ

年（ 平成

え、老年

の人口が

市民ア

もに、そ

期的に対

つく る

が３人に

未来の科

べても高

合計特殊

あるなど

要です。

なニーズ

要と考え

育園や放

できる環

の充実な

と が必要

制の充実

らに推進
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〔 長期

・ 市

⇒

■産官
する

本市

多く 立

のみで

が多

らに加

護業や

が有望

今後

規ビジ

に不可

必要で

長期

振興を

〔 短期

・ 優

・ 後

〔 長期

・ 産

⇒

■ コン
本市

してき

ますが

有効活

クトな

特に

業施設

れまで

トを開

るまち

妨げ

総合戦略】 編

期的課題〕

市民の共助

これらの

官学金労言

る

市では、こ

立地してい

で製造され

く 、それに

加え、伝統

や運送業な

望であると

後は、これ

ジネス開拓

可欠な人材

であると考

期的には、

を継続的に

期的課題〕

優良企業の

後継者育成

期的課題〕

産官学金労

これらの

ンパクトで

市は、東京

きました。

が、そのニ

活用をこれ

なまちにす

に、春日部

設があるな

でも鉄道の

開催し、中

ちの構造は

と なっ てお

編

助による安心

の課題を戦略

言の連携に

これまでも積

います。産官

れている、若

に付随する高

統産業・ 文化

などの優良な

と の意見が出

れらの特長を

拓や人材育成

材育成策と

考えられます

産官学金労

に図ること が

の誘致、異業

成、若者や女

労言連携の充

の課題を戦略

で魅力的な

京圏のベッ

現状におい

ニーズに応え

れまで以上に

すること が重

部駅は埼玉県

など、交通の

の高架化を推

中心市街地の

は、人や物の

おり 、市民ア

心で安全な

略 に反映

による、

積極的な企

官学金労言

若しく は、

高い技術を

化・ 農業、

な立地環境

出されまし

を生かした

成のための

して、若者

す。

労言の連携

が重要であ

業種交流事

女性の就業

充実による

略 に反映

なまちづ

ドタウンと

いても、企

えるために

に進め、市

重要です。

県東部の鉄

の利便性と

推進すると

の活性化を

の往来が妨

アンケート

53

な子育てしや

映します。

春日部市

企業誘致を行

言からの意見

非常にシェ

を保持してい

世界的に有

境等を組み合

した。

たより魅力的

の異業種交流

者・ 女性の就

携を進め地域

あると 考え

事業の推進

業・ キャ リ ア

る地域産業の

映させます。

く り によ

と して、また

企業の立地や

には、人口密

市街地と農地

鉄道交通の要

と生活の利便

と と もに、祭

を図っ てきま

妨げられてい

トでも産官学

やすいまち

市の特長を

行い、企業

見聴取によ

ェ アの高い

いること が

有名な地域

合わせた地

的な優良企

流の推進を

就業支援と

域ブランド

られます。

アアッ プ支

の活性化

。

り 、春日

た、埼玉県

や住宅供給

密度が低く

地や自然環

要であり 、

便性を兼ね

祭や音楽な

ました。一

いるだけで

学金労言の

ちづく り の推

を生かした

業の開発拠点

より 、日本全

い製品を製造

が改めて分か

域コンテンツ

地域ブラン

企業の誘致

を行います。

後継者の育

ド・ 新産業づ

支援 等

部市の地

県東部の中核

給に対する高

拡散した市

環境と の調和

中心市街地

ね備えていま

などの文化を

一方で、鉄道

でなく 、商業

の意見でも中

推進

たしごと

点・ 主要事

全国の中で

造している

かり ました

ツなどや、

ド・ 新製品

・ 事業拡大

。また、産

育成を行う

づく り など

地域力を高

核都市と し

高いニーズ

市街地の計

和のと れた

地には大規

ます。本市

を活用した

道で分断さ

業などの活

中心市街地

を創出

事業所が

でも本市

る事業所

た。これ

医療介

品づく り

大や、新

産業振興

う こと が

どの産業

高める

して発展

ズがあり

計画的な

たコンパ

規模な商

市は、こ

たイベン

されてい

活性化の

地のさら
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なる活

今後

向上を

域まち

た、よ

と もに

である

長期

一人ひ

〔 短期

・ 連

・ 地

・ 商

・ 観

・ 積

〔 長期

・ 地

・ 市

⇒

■市民
本市

織を持

安全へ

も示

それ

子高齢

交通網

が必要

場所

の見守

小児救

られま

長期

が一体

総合戦略】 編

活性化が重

後は、連続

を進めつつ

ちづく り の

より 魅力的

に、本市の

ると 考えら

期的には、

ひと り の意

期的課題〕

連続立体交

地域まちづ

商業環境の

観光資源・

積極的な P
期的課題〕

地域ブラン

クトで魅力

市民・ 事業

これらの

民主体によ

市は、地域

持つ自治会

への市民意

されている

れにはまず

齢社会に対

網の整備や

要であると

と なる小・

守り事業等

救急二次診

ます。

期的には、

体と なり 、

編

重要である

続立体交差事

つ、各拠点駅

の推進によ

的な商業環境

の誇る多様な

られます。

地域ブラン

意識を高め、

交差事業の推

づく り の推進

の充実

地域資源の

PRの推進

ンドを活用し

力的なまち

業者の「 土地

の課題を戦略

よる安心安

域力の強化

会が 95％を
意識が高い地

ると おり 、よ

ず、市民団体

対応する地域

や街路灯の

と考えられま

中学校体育

等が必要です

診療など切

市民提案に

安心安全な

と されてい

事業など春

駅を中心と

るコンパク

境の整備を

な観光資源

ンドを活用

、より 一層

推進

進

の魅力向上

等

した個店づ

づく り の推

地の有効活

略 に反映

安全で魅力

と市民参加

超え、また

地域と なっ

より 一層の

体や地域コ

域コミ ュ ニ

LED化、空
ます。また

育館のトイ

す。さらに

切れ目のない

によるまち

なまちづく

54

います。

春日部駅周

と した行政、

クトなまち

を推進し利便

源の魅力向上

用した魅力あ

層の魅力あ

上

づく り など、

推進

活用の意識」

映させます。

力あるま

加の推進に積

た、防犯パ

っ ています。

の安心・ 安全

コミ ュ ニテ

ニティ の充

空き家実態の

た、防災・ 防

イレ改修な

に、市立病院

い地域医療

ちづく り 活動

り の推進

辺の整備を

、住民、民

づく り を展

便性の高い

上と情報発

ある個店づ

るまちづく

、市民・ 事

」 を醸成

。

ちづく り

積極的に取

パトロールも

。しかしな

全の確保が必

ィ などの自

実を図るこ

の調査など

防犯対策の

どや、地域

院をはじめ

療提供体制

動の活性化

が重要であ

を推進し地域

民間事業者が

展開するこ

いまちを維持

発信の充実を

づく り や土地

り を進める

事業者が主体

取り組んでお

も 割7 を超

ながら、市民

必要である

自主的・ 自発

こと が必要

ど安心安全な

の充実策と

域コミ ュ ニテ

めと した県東

の充実も必

化など、市民

あると考え

域の価値の

が一体と な

と が必要で

持・ 発展さ

を行う こと

地の有効活

ること が必

体と なっ た

おり 、自主

超えるなど、

民アンケー

ると 考えられ

発的な活動

要です。また

な生活環境

して災害時

ティ による

東部南地区

必要である

民・ 事業者

られます。

の維持・

なっ た地

です。ま

させると

と が必要

活用など、

必要です。

たコンパ

主防災組

、安心・

ート等で

れます。

動など少

た、公共

境の確保

時の避難

る子ども

区の夜間

ると 考え

者・ 行政
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〔 短期

・ 住

・ 地

・ 空

・ 地

〔 長期

・ 市

⇒

総合戦略】 編

期的課題〕

住民提案型

地域におけ

空き家実態

地域医療体

期的課題〕

市民・ 事業

これらの

編

型まちづく

ける防犯・ 暴

態調査

体制の充実

業者・ 行政が

の課題を戦略

り の推進

暴力対策、

等

が一体と な

略 に反映

55

防災対策の

なっ た安心安

映させます。

のさらなる

安全なまち

。

る推進、子

ちづく り

どもの見守守り
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＜若い世

．子

１．基

本市

かしな

にあ

過であ

少人

こ

充実

市民の希

出生数

２．基

○妊娠
妊娠

ると

○安心
多様

○知・
心身

体のバ

地域社

総合戦略】 編

世代の結婚

子育て世

基本目標

市の子育て

ながら、合

り ます。 ま

あるものの

口の割合を

う したこと

させ、出産

数値

希望が実現し

基本的な方

娠・ 出産・

娠・ 出産・

と もに、医

心して、楽

様なニーズ

・ 徳・ 体の

身と もに健

バランスが

社会による

編

婚・ 出産・

世代に選

て環境は、

合計特殊出

また、本市

の、小学生

を下げてい

と から 、若

産や子育てに

値目標

した場合の出

方向

子育ての切

子育ての

医療体制の整

楽しく 子育て

ズに対応し、

バランスが

健康で、自

がと れた子

る見守り体制

子育ての希

ばれる地

他都市と 比

生率を見る

の社会増減

児童のいる

る要因と な

い世代が安

に希望をも

出生率

切れ目ない

一貫した支

整備や情報

てできる環

、安心して

がと れた子

ら学ぶ意欲

どもを育て

制を充実さ

56

希望をかな

地域創生

比べて高い

ると 、埼玉

減を見たと

る世帯は転

なっ ています

安心して子

もてる地域

基準値（ 平

い支援

支援に向け

報発信の充実

環境の充実

て子育てす

子どもを育て

欲と 社会の

てます。 ま

させます。

える（ 国の

生戦略

い水準にある

玉県平均や近

き、未就学

転出超過と な

す。

子どもを産み

の実現を目

平成25年度

1.1

1,623人

けて、切れ目

実、経済的

ること がで

てる教育環

の変化に主体

また、子ども

の基本目標

ると 評価さ

近隣市町と

学児童のい

なっ ており

み育てられ

目指します。

度） 目標値

17

人

目のない支

的負担の軽減

できる環境整

環境づく り

体的に対応

もの安心・

標 ） ＞

されています

と 比べて低い

いる世帯は転

り 、 これら

れる環境を

。

値（ 平成31年

2

支援体制を構

減を図り ま

整備を進め

応でき、知

安全を確保

す。 し

い状況

転入超

が、年

さらに

年度）

1.24

2,000人

構築す

ます。

めます。

・ 徳・

保する
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３ ．具

施策(

妊娠

います

組みを

また

環境づ

などの

小児夜間

かすかべ

こど

子育て

小児救

母子保

母子相

妊娠か

総合戦略】 編

具体的な施

１ ) 妊娠

娠・ 出産・

すが、多様

を構築しま

た、核家族

づく り が必

の小児救急

数値

間初期救急診

べびーず訪問

も医療費支給

て世代包括支

救急医療運営

保健事業

相談事業

から子育てま

編

施策・ 重要

・ 出産・

子育ては

様なニーズ

ます。

族化が進む

必要です。

急医療体制の

値目標

診療の実施日

問実施率

個

給事業

支援センター

営事業

までの情報提

要業績評価

子育ての

、民間事業

に的確に応

なか、負担

そのために

の整備、こ

日数

個別事業

ーの設置

提供サービス

57

価指標

の切れ目な

施策概要

業者を含め

応えるため

担を軽減し

に、産前産

こども医療費

基準値（ 平

スの充実

ない支援

め、 それぞれ

め、 ワンス

安心して子

産後ケアの充

費の支給な

平成25年度

244日

92.3％

れ別の機関

トッ プで情

子どもを産

充実や、子

などを進め

度） KPI （ 重

（ 平

日

％

子育て支

子育て支

保育課

健康課

健康課

関が支援を行

情報を提供す

産み、育て

子どもの夜

ます。

重要業績評価

平成31年度

担 当

支援課

支援課

行っ て

する仕

られる

間診療

指標）

度）

365日

95.0％



【 総

施策(２

ワー

ら安心

サー

ーな

また

ぎ、住

きます

保育所待

児童セン

父親の

子育て

ファ

地域子

児童館

民間放

私立幼

私立幼

放課後

子ど

ふれあ

総合戦略】 編

２ ) 安心

ーク ・ ライ

心して子育

ビスの充実

ど、子ども

た、三世代

住民が共助

す。

数値

待機児童数

ンターの利用

の育児に対す

て支援事業

ミ リ ー・ サポ

子育て推進事

館運営事業

放課後児童ク

幼稚園振興補

幼稚園預か

後児童クラブ

も健康情報発

あい家族住宅

編

して、楽

イフ ・ バラ

育てができ

実を図り ま

もの居場所

代の同居や

助によっ て

値目標

用者数

個

する支援の充

ポート事業

事業

クラブ運営費

補助金

り保育事業費

ブの充実（ 放

発信事業

宅購入奨励事

しく 子育

ンスのさら

るよう 、保

す。 また、

・ 遊び場づ

近居を積極

楽しく 子育

個別事業

充実

費補助金

費補助金

放課後児童健

事業

58

育てできる

施策概要

らなる充実

保育所の待

子どもが

づく り を進

極的に支援

育てを行う

基準値（ 平

健全育成事業

る環境の充

実を図るため

待機児童の解

が安心して過

めます。

援すると と も

こ と ができ

平成25年度

3人

278,026人

業）

充実

め、保護者

解消を図る

過ごせるよ

もに、子育

きる仕組み

度） KPI （ 重

（ 平

人

人

市民参加

健康課

子育て支

保育課

健康課

建築課

者が仕事を

ると と もに

よう 、児童セ

育ての孤立化

みを充実させ

重要業績評価

平成31年度

286

担 当

加推進課

支援課

しなが

、保育

センタ

化を防

せてい

指標）

度）

0人

6,000人



【 総

施策(３

基礎

力を育

ぶ意欲

を育て

また

登下校

特別支援

教科等研

放課後子

本市

作製事

児童の

放課後

特色あ

教育相

ここ

英語指

中学生

小中学

総合戦略】 編

３ ) 知・ 徳

礎的・ 基本

育成し、個

欲と社会の

てます。

た、地域社

校の安心・

数値

援学級の設置

研究委嘱校の

子ども教室の

にゆかり のあ

事業

の登下校時見

後子ども教室

ある教育推進

相談センター

ろのサポー

指導助手招致

生社会体験チ

学校を対象と

編

徳・ 体の

本的な学習

個性を生か

の変化に主

社会による

安全見守

値目標

置率

の割合

の参加者数

個

ある人物等を

見守り事業

室の充実

進事業

ー運営事業

ト推進事業

致事業

チャレンジ事

と した命の教

バランス

内容を確実

す教育を推

体的に対応

教育支援と

り 体制の整

別事業

を生かした本

事業

教育の充実

59

スがと れた

施策概要

実に身につ

推進します

応でき、知

と して、放

整備を進め

基準値（ 平

本市ならでは

た子どもを

つけると と も

す。 また、心

知・ 徳・ 体の

放課後子ども

ます。

平成25年度

75.7％

70.3％

6,143人

はの学校教材

を育てる教

もに、自ら

心身と もに

のバランス

も教室のさ

度） KPI （ 重

（ 平

％

％

人

材 シティ セ

指導課

暮らしの

指導課

社会教育

指導課

指導課

教育環境づ

ら学び自ら考

に健康で、

スがと れた子

さらなる拡充

重要業績評価

平成31年度

1

16

担 当

セールス広報

の安全課

育課

づく り

考える

自ら学

子ども

充や、

指標）

度）

100.0％

75.0％

6,000人

報課



【 総

＜地域

．特

１．基

本市

たな企

がら、

口も減

こ

たい

市内総生

就職者数

２．基

○優良
企業

る産業

進させ

○異業
多様

○若者
若者

総合戦略】 編

における安

特長を生

基本目標

市は、鉄道

企業の立地

、市全体と

減少してい

う した中、

と 思える就

数値

生産

数（ 総数） (春

基本的な方

良企業の誘

業にと っ て

業のＰＲを

せます。

業種交流の

様な高度技

者・ 女性の

者・ 女性に

編

安定した雇

生かした

道や道路の

地により 雇

と しての事

います。

本市の特

就業環境をつ

値目標

春日部公共職

方向

誘致・ 事業拡

てより 魅力

を強化する

推進

技術を持つ企

就業支援と

に対する、就

用を創出す

しごと を

結節点と い

用が生まれ

業所数や従

長を生かし

つく り 、安

職業安定所)

拡大

ある立地条

こと によっ

企業と地域

と後継者の

就業支援、

60

する（ 国の

を創出す

いう こ と か

れ、地域に

従業員数は

した産業を

安定した雇用

基準値（ 平

493,112

条件を創り

っ て、魅力

域産業の連携

の育成

企業間で

基本目標

する地域創

から交通の要

に活力が戻

は減少傾向に

を振興するこ

用を創出し

平成25年度

百万円(H24

5,181人

出すこと 、

力ある企業を

携を図り 、

の交流支援

） ＞

創生戦略

要衝であり

り つつあり

にあり 、 ま

こ と で、若

します。

度） 目標値

4)

人

、 また、市

を誘致し、

異業種交流

援などを進

略

り 、 ここ数年

り ます。 し

また、生産年

若者や女性

値（ 平成31年

501,988

5

市内に立地

若者の就業

流を推進し

めます。

年、新

かしな

年齢人

が働き

年度）

8百万円

5,755人

してい

業を促

します。



【 総

３ ．具

施策(

計画

創り 出

る企業

まちづく

積

企業誘致

金融機

起業家

土地利

庄和イ

企業誘

施策(２

本市

業や運

在しま

地元農産

異業種交

農産物

農業祭

産業祭

かすか

異業種

総合戦略】 編

具体的な施

１ ) 優良企

画的な土地

出すこ と 、

業を誘致し

数値

く り エリ アで

致奨励事業利

機関との連携

家創出ビジネ

利用推進事業

インター周辺

誘致奨励事業

２ ) 異業種

市には、伝

運輸業など

ます。これ

数値

産物を購入し

交流会参加者

物紹介事業

祭（ 農業振興

祭実施事業補

かべ商工まつ

種交流支援事

編

施策・ 重要

企業の誘

地利用の推

また、本

し、若者の就

値目標

での新たな土

利用企業数

個

携事業

ネスプランコ

業

辺整備事業

業

種交流の

伝統産業や

ど多様な産

れらの産業の

値目標

している市民

者数

個

興事務）

補助金

つり開催事業

事業

要業績評価

致・ 事業

進を図るこ

市の魅力あ

就業を促進

土地利用面

個別事業

コンテスト事

推進

都市近郊型

業が存在し

の交流や、

民の割合

個別事業

業

61

価指標

業拡大

施策概要

こと で、企

ある産業の

進させます。

基準値（ 平

事業

施策概要

型農業、多

します。 ま

産学の連携

基準値（ 平

企業にと っ て

のＰＲを強化

。

平成25年度

25.2h

4件

多様な高度技

また、優れた

携を通じ、

平成25年度

67.8％

－

てより 魅力

化するこ と

度） KPI （ 重

（ 平

ha

件

政策課

商工観光

まちづく

技術を持つ

た観光資源

異業種交流

度） KPI （ 重

（ 平

％

農政課

商工観光

力ある立地条

と で、 より 魅

重要業績評価

平成31年度

担 当

光課

く り 推進課

つ企業、医療

源・ 地域資源

流を推進し

重要業績評価

平成31年度

担 当

光課

条件を

魅力あ

指標）

度）

57.7ha 

11件

療介護

源も存

します。

指標）

度）

76.0％

160人



【 総

施策(３

市内

化のた

雇用機

また

の就業

求人数(総

女性の

明日の

就職支

小規模

中小企

若年者

企業見

総合戦略】 編

３ ) 若者

内製造業の

ための支援

機会の拡大

た、就職活

業支援を行

数値

総数)（ 春日

の活躍支援事

の農業担い手

支援セミ ナー

模事業推進費

企業人材育成

者の就業支援

見学付き就職

編

・ 女性の

の大半を占

援を行う と

大を図り ます

活動をして

行います。

値目標

部公共職業安

個

事業（ 男女共

手育成塾設置

ー（ 労政事務

費補助金

成事業費補助

援事業

職支援事業

就業支援

める中小企

と もに、技

す。

いる若者や

安定所）

個別事業

共同参画推進

置事業

務）

助金

62

援と後継者

施策概要

企業の経営

技術力およ

や女性など

基準値（ 平

進事業）

者の育成

営安定と振興

よび競争力の

を対象に、

平成25年度

49,377人

興を図るた

の向上によ

、研修やカ

度） KPI （ 重

（ 平

人

市民参加

農政課

商工観光

ため、経営基

よる工業の振

カウンセリ

重要業績評価

平成31年度

51

担 当

加推進課

光課

基盤強

振興と

ング等

指標）

度）

1,845人



【 総

＜地方へ

．地

１．基

本市

り 、春

もに、

また

定着

に楽

こ

まちの

がら交

中心市街

観光入込

２．基

○春日
関係

る中心

り平成

点づ

〇行政

地域

めます

ます。

都市機

○ より
魅力

と ころ

〇観光

本市

を巻き

ジア

総合戦略】 編

への新しい

地域力を

基本目標

市の都市拠

春日部駅の

、地域の拠

た、本市に

してきた多

しんでいた

う したこと

のにぎわい

交流人口を

数値

街地の歩行者

込客数

基本的な方

日部駅周辺

係機関（ 者

心市街地づ

成 年度29 の

く り を行い

政、住民、

域の拠点駅

す。また、

。 さらに、

機構と連携

り魅力的な

力ある住み

ろでの商業

光資源の魅

市ならでは

き込みなが

ッ プに努め

編

い人の流れ

を高める

拠点である

の高架化な

拠点駅におい

には、藤ま

多種多彩な

ただいく と

と から 、春

いを高める

を増加させ

値目標

者・ 自転車の

方向

辺の整備

者） と 協力

づく り を進

の事業認可

います。

民間事業者

駅を中心と

都市的土

鉄道事業

携し武里団地

商業環境の

み続けられ

業環境の整備

魅力向上と情

はの観光資

がら魅力の

めます。

をつく る

地域創生

春日部駅周

どの波及効

いては、利

つり や大凧

音楽イベン

と もに、本

日部駅及び

と と もに、

ること で、

の交通量

して良好な

めます。 ま

可と その波及

者が一体と

したまちづ

地利用を推

者等と 連携

地の住環境

の整備

る利便性の

備を行いま

情報発信の

源や地域資

向上を図り

63

（ 国の基本

生戦略

周辺は、埼

効果を生か

利便性を生

凧あげ祭り

ントなどが

本市の良さ

び周辺の利

イベント

定住意欲

基準値（ 平

185

な環境や地

また、喫緊

及効果を生

なっ た地域

づく り を展

推進し、産

携し交通利

境の向上を

の高いまち

ます。

の充実

資源を活用

り 、情報発

目標 ） ＞

埼玉県東部の

かし、中心市

かした住環

などのイベ

があり 、年間

を体験して

利便性を高め

や観光を通

の醸成につ

平成25年度

5,678人

万人(H25年

地域の価値の

緊の課題と し

生かした駅周

域まちづく

展開し、 コン

産業の振興、

利便性の向上

図り ます。

ちを維持・ 発

用し、 さらに

発信を充実さ

＞

の中心地と

市街地の活

環境の整備

ベントや音

間を通じて

てもらっ てい

めるこ と で

通じて来街

つなげます。

度） 目標値

人

年)

の維持・ 向

して鉄道高

周辺地域の

り の推進

ンパクトな

、雇用機会

上に努める

発展させる

には地域の

させるこ と

と して発展

活性化を図

を進めます

音楽のまち

て市内外の来

います。

で、駅の拠点

街者を巻き込

。

値（ 平成31年

5

2

向上による魅

高架化が必要

の魅力ある都

なまちづく

会の拡大を

ると と もに

るために、身

の人々や民

と で、市のイ

してお

ると と

す。

と して

来訪者

点性と

込みな

年度）

5,846人

09万人

魅力あ

要であ

都市拠

り を進

目指し

、 ＵＲ

身近な

間企業

イメー



【 総

３ ．具

施策(

春

を行政

具体

中心

向上

連続立体

中心市街

中心市

連続立

総合戦略】 編

具体的な施

１ ) 春日部

日部駅周辺

政、住民と

体的には、

と した機能

させるため

数値

体交差事業

街地（ 春日部

市街地活性化

立体交差推進

編

施策・ 重要

部駅周辺

辺地区にお

と民間事業者

連続立体

能集積の誘

めの、住民

値目標

部駅周辺） の

個

化計画策定事

進事業

要業績評価

の整備

いては、本

者が一体と

交差事業及

導を進める

・ 事業主・

の歩行者数

個別事業

事業

64

価指標

施策概要

本市の顔と

と なっ て進

及び関連ま

ると と もに

地権者等

基準値（ 平

着工準備採

なるにぎわ

めます。

ちづく り 事

に、良好な環

による主体

平成25年度

採択済

2,588人

わいのある

事業の推進

環境や地域

体的な取組

度） KPI （ 重
（ 平

事業認可

人

商工観光

鉄道高架

る快適空間づ

進や、商業機

域の価値を維

を推進しま

重要業績評価

平成31年度
可（ 平成29

2

担 当

光課

架整備課

づく り

機能を

維持・

ます。

指標）

度）

年度）

2,600人



【 総

施策(２

行政

へと 転

場と

また

推進に

さ

公共交

リ ニュ

土地区画

な整備手

地区計画

まちづく

面積

地域ま

景観ま

地域拠

企業誘

土地区

土地利

総合戦略】 編

２ ) 行政、

政と 住民、

転換するた

して持続可

た、魅力あ

による活性

らに、鉄道

交通網の利

ューアルを

数値

画整理事業か

手法への転換

画の数

く り エリ ア内

まちづく り 支

まちづく り 事

拠点駅まちづ

誘致推進事業

区画整理事務

利用推進事業

編

、住民、

民間事業

ため、駅を

可能な都市の

ある都市づ

性化、産業の

道事業者等

利便性向上

を促進するな

値目標

から地区計画

換面積

内での新たな

個

支援事業

事業

づく り 事業

業

務

業（ 再掲）

民間事業

者が一体と

拠点と した

の実現を目

く り に寄与

の振興及び

と 連携し、

に努めます

など、住環

画など新た

な土地利用

個別事業

65

業者が一体

施策概要

と なっ て、

たまちづく

目指します。

与する計画

び雇用拡大

通勤・ 通

す。 また、

環境の向上

基準値（ 平

体と なっ た

拡散した市

り を展開し

。

画的な都市的

を目指しま

通学の際のア

ＵＲ都市機

を図り ます

平成25年度

19.1h

23地区

25.2h

た地域まち

市街地を集

し、住宅地

的土地利用

ます。

アクセス性

機構と 連携

す。

度） KPI （ 重
（ 平

ha

区

ha

都市計画

まちづく

ちづく り の

集約型の都市

地及び経済活

用を推進し、

性を高める

携し、武里

重要業績評価

平成31年度

担 当

画課

く り推進課

の推進

市構造

活動の

、産業

など、

団地の

指標）

度）

52.7ha

26地区

57.7ha



【 総

施策(３

本市

魅力的

文化

TMOイベ

エイサー

食料品や

民の割合

被服や寝

割合

商業タ

商店街

総合戦略】 編

３ ) より 魅

市は、市民

的な商業環

・ ブランド

数値

ベント来場者

ー、まちかど

や日用雑貨品

合

寝具、肌着を

タウンマネー

街等連携ふれ

編

魅力的な

民の大部分は

環境の形成

ドを活用した

値目標

者数（ ジャズ

どコンサート

品を市内で購

市内で購入す

個

ージメント構

れあい事業費

商業環境

は日用品の

のため、商

た魅力ある

デイ、粕壁

ト）

購入する市

する市民の

個別事業

構想推進事業

費補助金

66

境の整備

施策概要

の買い物の便

商業者や地

る個店づく

基準値（ 平

業費補助金

便利さを評

地域の人々を

り ・ 商店街

平成25年度

32,343人

90.6％

73.4％

評価していま

を巻き込み

街づく り を行

度） KPI （ 重

（ 平

人

％

％

商工観光

ます。より

みながら、地

行っ ていき

重要業績評価

平成31年度

42

担 当

光課

り一層、

地域の

きます。

指標）

度）

2,100人

91.0％

80.0％



【 総

施策(４

他に

間企業

また

を支援

さ

に広め

イベント

り 、藤ま

観光施設

かすかべ

ち販路を

春日部情

光ツアー

マスメデ

シテ

地域力

市公式

企業等

ふる

まちな

春日部

大凧あ

大凧啓

地域観

かすか

商業タ

総合戦略】 編

４ ) 観光資

にはない本

業を巻き込

た、地域活

援します。

らに、訴求

め、 イメー

数値

ト来場者数（

まつり ）

設（ 龍Ｑ館）

べフ ードセレ

を拡大した事

情報発信館「

ー参加人数

ディ アで報道

ィ セールス推

力アッ プ提案

式ホームペー

等の車両を活

さと かすかべ

なか魅力発見

部情報発信館

あげ祭り実施

啓発推進事業

観光モデルツ

かべフードセ

タウンマネー

編

資源の魅

本市ならで

込み、魅力の

活性化に資

求性の高い

ージアッ プ

値目標

夏まつり 、大

の入館者数

レクショ ン事

事業者の割合

ぷらっ と か

道された新聞

個

推進事業

案事業補助金

ージリ ニュー

活用した市Ｐ

べ応援寄附金

見観光ガイド

館運営事業

施事業

業

ツアー開発事

セレクショ ン

ージメント構

力向上と

はの優れた

の向上や市

する地域団

情報を戦略

を図り ます

大凧あげ祭

数

事業者のう

合

かすかべ」観

聞記事数

個別事業

金

ーアル（ スマ

ＰＲ事業

金推進事業

ド事業

事業

ン推進事業

構想推進事業

67

情報発信

施策概要

た観光資源

市への誇り

団体からの

略的に発信

す。

基準値（ 平

マートフ ォ ン

（ 再掲）

業費補助金

信の充実

源や地域資源

と愛着の醸

の優れた提案

信し、本市の

平成25年度

506,000人

31,900人

－

1,264人

1,241件

ン対応） 事業

（ 再掲）

源に対し、

醸成を図り

案に対し、

の知名度を

度） KPI （ 重

（ 平

人

人

人

件

シティ セ
業

財政課

商工観光

地域の人

ます。

直接的に事

を全国的、世

重要業績評価

平成31年度

566

34

2

1

担 当

セールス広報

光課

々や民

事業化

世界的

指標）

度）

6,000人

4,000人

80.0％

2,000人

1,300件

報課



【 総

＜時代

（ 国の基

．安

１．基

本市

など、

また、

協力に

少子

が安心

者が一

自治会加

千人あた

２ ．基

○少子
市民

や高齢

よう 充

○安心
市内

ど市民

空き家

○防災
地域

地域コ

○地域
市民

地域医

総合戦略】 編

に合っ た地

基本目標

安心安全

基本目標

市において

、地域コミ

、犯罪の未

により 進め

子高齢社会

心して暮ら

一体と なっ

数値

加入率

たり刑法犯認

基本的な方

子高齢社会

民団体や地

齢者の見守

充実を図り

心安全な生

内公共交通

民の生活に

家データベ

災・ 防犯対

域の住民自

コミ ュ ニテ

域医療提供

民の誰もが

医療提供体

編

地域をつく

） ＞

全で魅力

ては、ほぼ

ュ ニティ の

未然防止に

められてきた

会の進展や、

らせる生活

っ た取組を進

値目標

認知件数

方向

会に対応する

地域コ ミ ュ

守り につい

り ます。

活環境の確

通網の整備

に密着した

ベースを構築

対策の充実

自らが自分た

ティ による防

体制の充実

が、いつで

体制の充実

り 、安心な

ある地域

全ての自治

の自主的な

向けた取組

た事業も多

、防災・ 防

環境のより

進めます。

る地域コミ

ニティ 組織

て、行政と

確保

や公園の整

施策を推進

築し、空き

たちの暮ら

防災・ 防犯

実

も、安心し

を図り ます

68

なく らしを

域創生戦

治会におい

な活動によ

組や通学路

多く あり ます

防犯対策の重

り一層の充

基準値（ 平

ュ ニティ の

織の自主的

と市民、民

整備、 また

進し、安心

き家の防災

らしの安全

犯対策への支

して症状に応

す。

守ると と も

戦略

いて自主防災

るまちづく

路における見

す。

重要性が高

充実に向けて

平成25年度

66.6％

15.28件

の充実

的な活動を支

民間事業者が

た、環境に配

心安全な暮ら

・ 防犯見守

を守ると い

支援充実を

応じた適切

もに、地域

災組織が組

り が進め

見守り など

まっ ている

て、行政と

度） 目標値

％

件

支援します

が一体と な

配慮した生

らしを実現

守り を進め

いう 自助・ 共

を進めます。

切な医療が受

と地域を連

組織化され

られてきま

ど、地域の方

ること から

と 市民、民

値（ 平成31年

1

す。 また、子

なっ て活動

生活基盤の整

現します。

ます。

共助の観点

。

受けられる

連携する

ている

ました。

方々の

、人々

間事業

年度）

67.0％

10.47件

子ども

できる

整備な

また、

点から、

るよう 、



【 総

３ ．具

施策(

市民

域のま

に地域

ついて

ＮＰＯと

緊急通報

官学連

児童の

アダプ

市民協

住民提

高齢者

緊急通

総合戦略】 編

具体的な施

１ ) 少子高

民の自治意

まちづく り

域を挙げて

ては、行政

数値

と協働で行わ

報システム設

連携団地活性

の登下校時見

プトプログラ

協働推進事業

提案型まちづ

者安心見守

通報システム

編

施策・ 重要

高齢社会

意識を高め

り に資する

て対応するた

と 市民、民

値目標

われた事業数

設置台数

個

性化推進事業

見守り事業

ラム推進事業

業

づく り 事業

り事業

ム設置事業

要業績評価

に対応す

るために、

自主的・ 自

ために、子

民間事業者が

数

個別事業

業

（ 再掲）

業

69

価指標

する地域コ

施策概要

市民団体や

自発的な活動

子どもの登下

が一体と な

基準値（ 平

コ ミ ュ ニテ

や地域コミ

動を支援し

下校の見守

なっ て活動で

平成25年度

68事業

1,189台

ティ の充実

ュニティ 組

します。また

守り や高齢者

できるよう

度） KPI （ 重

（ 平

業

台

政策課

暮らしの

指導課

市民参加

高齢者支

実

組織などが

た、少子高

者の見守り

充実を図

重要業績評価

平成31年度

1

1

担 当

の安全課

加推進課

支援課

が行う 地

高齢社会

り などに

り ます。

指標）

度）

10事業

1,699台



【 総

施策(２

魅力

通網の

す。

また

生活基

さ

を進め

鉄道･バ

再生可能

設）

Ｌ ＥＤ

再生可

太陽光

道路施

子育て

コミ

空き家

総合戦略】 編

２ ) 安心安

力的で安心

の整備や、

た、街路灯

基盤の整備

らに、空き

めます。

数値

スの 1日平均

能エネルギー

Ｄ街路灯等導

可能エネルギ

光発電事業

施設維持管理

てふれあい公

ュニティ バス

家実態調査事

編

安全な生

心・ 安全な

地域住民

灯のＬ ＥＤ

備を進めます

き家につい

値目標

均乗降客数

ー設備導入件

個

導入促進事業

ギー推進事業

理事業

公園リ ニュー

ス運行事業

事業

活環境の

まちづく り

のふれあい

化や再生可

す。

てのデータ

件数（ 公共施

個別事業

業

業

ーアル事業

70

の確保

施策概要

り を行う た

いの場であ

可能エネル

タベースを

基準値（ 平

ため、誰もが

ある公園のリ

ルギーの導入

を構築し、空

平成25年度

173,000人

16件

が便利に利

リ ニュ ーア

入推進など

空き家の防

度） KPI （ 重

（ 平

人

件

暮らしの

環境政策

道路管理

公園緑地

都市計画

建築課

利用できる公

アルなどを進

ど環境に配慮

防災・ 防犯見

重要業績評価

平成31年度

173

担 当

の安全課

策推進課

理課

地課

画課

公共交

進めま

慮した

見守り

指標）

度）

3,000人

22件



【 総

施策(３

本市

コ ミ ュ

防犯に

全につ

交通事故

自主防災

合

防災体

災害対

自主防

防犯

交通安

児童の

治水対

消防団

小・

総合戦略】 編

３ ) 防災

市は自治会

ュ ニティ の

に関する事

ついての見

数値

故発生件数

災組織を設置

体制強化事業

対策本部強化

防災組織育成

・ 暴力対策事

安全施設設置

の登下校時見

対策事業

団活動事業

中学校体育館

編

・ 防犯対

会による自主

の活動が盛

事業を一層

見守り体制の

値目標

置している

個

業

化事業

成助成補助金

事業

置・ 管理事業

見守り事業

館トイレ改修

策の充実

主防災組織

んです。地

充実させる

の充実を図

自治会の割

個別事業

金

業

（ 再掲）

修事業

71

実

施策概要

織率が 97. 9
地震や風水

ると と もに

図り ます。

基準値（ 平

9％であり 、
水害などへの

に、地域コ ミ

平成25年度

4,788件

97.9％

、防災・ 防

の防災対策

ミ ュ ニティ

度） KPI （ 重

（ 平

件

％

防災対策

暮らしの

暮らしの

指導課

河川課

消防本部

施設課

防犯に対す

策や、交通安

による地域

重要業績評価

平成31年度

4

1

担 当

策課

の安全課

の安全課

部総務課

る地域

安全や

域の安

指標）

度）

4,700件

100.0％



【 総

施策(４

地域

院をは

制の運

また

につい

病院群輪

高齢者イ

市立病院

市立病院

在宅当

小児救

予防接

東部南

春日部

総合戦略】 編

４ ) 地域医

域の医療関

はじめと し

運営支援を

た、感染症

いての情報

数値

輪番制参加病

インフルエン

院の救急（ 患

院の病床利用

当番制運営事

救急医療運営

接種委託事業

南地区病院群

部市病院事業

編

医療提供体

関係機関が

した県東部

を行い、切れ

症のまん延

報提供の充実

値目標

病院数

ンザ予防接種

患者） の受入

用率

個

事業

営事業（ 再掲

業

群輪番制運営

業

体制の充

連携した休

南地区の病

れ目のない

・ 重症化を

実を図ると

種率

入率

個別事業

掲）

営負担金（ 保

72

充実

施策概要

休日診療・

病院による

い地域医療提

を防ぐ ため

と と もに、予

基準値（ 平

保健衛生総務

調剤のため

夜間の救急

提供体制の

めに、医療機

予防接種の

平成25年度）

4病院

39.9％

26.3％

66.2％

務事務）

めの在宅当

急診療のた

の構築を図

機関と 連携

の接種率向上

） KPI （ 重

（ 平

院

％

％

％

健康課

市立病院

当番制や、市

ための病院群

り ます。

携し、予防や

上に努めま

重要業績評価

平成31年度

担 当

院

市立病

群輪番

や対策

ます。

価指標）

度）

5病院

50.0％

50.0％

87.0％


